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New Southward Policy: Chances 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































という IPC コードが付与され、その IPC
コードで判断されることになります。
　もう 1つ、特許統計の話で説明をしておか
なければいけないのが、属地主義という考え
方になります。属地主義というのは、発明を
なした後に、保護を受けるために特許を出願
するんですけれども、その保護の効力といっ
たものが、その国の国境内に収まっていて、
国境を越えないことになっています。従いま
して、ある会社が発明を開発した後に、その
保護を受けるためには、母国の特許庁に対し
て、先ほど説明した出願書類を提出しなけれ
ばいけないことは当然のこと、もしその会社
がその発明を具現化している製品を輸出して
いるような場合、もしくは現地生産している
ような場合には、その輸出先国、もしくは現
地先国の特許庁に同じように出願書類を提出
して、権利化をしていかなければいけないと
いうことで、各国の特許庁において、必ず記
録といったものが残ります。
　これはどこに関係するのかと言いますと、
後ほど見る中国の特許出願の動向で、非常に
増加している傾向があるんですが、そこにつ
いては、内国の企業、つまり、中国企業の技
術力がアップしたからという場合もあるかも
しれませんし、もう 1つは、輸出している、
現地生産しているとの関係でいうと、外国企
業が中国に製品を輸出している、もしくは現
地生産しているという理由から出願をしてい
るということで、外国企業の技術力を示して
いる場合もあるということです。
　また、特許統計は、先行指標になります。
企業活動は、研究開発活動から始まって、製
造活動につながり、そして作ったものを販売
する販売活動という一連の活動になるんです
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けれども、特許といったものはどの時点で現
れてくるのかというと、研究開発活動の後と
製造活動の前の間に現れます。企業活動の一
連の順序から見ると、我々、特に学生の方々
で言いますと、お店に行くと販売活動といっ
たものを簡単に目にすることができますが、
もしくは工場に行けば、物作りをしている現
場を見ることができますが、特許は、それよ
りも前に位置している。そういう意味で先行
指標と言われています。
　従いまして、ライバル企業が新規事業につ
いて立ち上げをした場合、必ず事業活動より
も前に位置している特許活動で把握すること
ができます。最近の例で言いますと、アップ
ルが圧迫検知センサーを備えたモバイル電子
機器を米国の特許庁に出願していますが、そ
れによって次期 iPhoneには握って操作する
という機能が付くんではないかと、うわささ
れています。
　これから実際に特許統計を使って、それぞ
れの国の企業の現状といったものを見ていき
ますが、そこから分かることを簡単にまとめ
ています。 6つ分かっています。先ほどの孙
先生の報告とも関係する内容で、以前では中
国は外国企業に対して、技術的に依存してい
たという構造がありましたが、特許統計を見
る限りは、その構造から脱皮しつつあるんで
はないかということで、中国企業の技術力が
高まっていると思います。
　一方で、台湾では以前から外国企業に技術
的に依存しているといった構造が見え、まだ
そこから脱しておらず、時間がかかりそうで
す。
　 2つの国々ともども、どこの技術分野の技
術が多いのかというと、やっぱり ICT分野
において特許が出願されているんですけれど
も、ICT分野の技術の成長率を見た場合に、
それほど近年にかけて高くないことからする
と、将来この分野の技術の成長が頭打ちにな
るかもしれないことが明らかになっていま
す。
　では、実際に特許統計を使って、中国につ
いてまず見ていきたいと思います。中国の特
許庁に出願された特許件数の年別の推移を見
ると、96年には 3万件で、2006年には20万
件、2016年には100万件ということで、特許
件数が非常に増加していますし、直線上に増
加しているわけではなく、幾何級数的に増加
していることが分かると思います。この 1つ
の理由としては、当然中国企業の技術力と
いったものがアップしたということが考えら
れるんですけれども、先ほどの孙先生のグ
ローバル・バリューチェーンの話でもあった
ように、市場としての中国のために、外国企
業が中国特許庁に対して特許出願しており、
もしかしたら外国企業の技術力との関係で、
幾何級数的に上がっているかもしれない。そ
こについてはまだ判断がつきません。
　それを判断するために、中国企業が中国特
許庁に対して、特許出願している比率と、ほ
かの外国の企業が中国特許庁に対して出願し
ている比率を見ると、1997年には中国企業が
中国特許庁に対して出願している比率が
30％、残り70％が外国の企業となります。そ
の意味では、外国企業の技術に対して依存し
ている構造がありますが、2007年には中国企
業の出願が70％と増加していることからする
と、外国への依存から脱してきていると思わ
れます。
　多分2018年現在では、これが80％ぐらいま
でに達していて、参考ですと、日本の企業が
日本国特許庁に対して出願している比率が 8
割ということからすると、ほぼ日本と同じよ
うな構造になっていると思います。
　技術分野別に中国企業による中国特許庁へ
の出願シェアの増減を見た場合、増加してい
ることは、その技術分野において、中国企業
の技術力が増加していることを意味します。
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そういう観点で見ると、バイオ系や繊維系や
建設系、軍事系の分野において中国企業によ
る出願シェアが急増していることからする
と、これらの分野で中国企業の技術力が向上
しているのではないかと思います。
　次に、台湾について説明をしたいと思いま
す。台湾における、台湾特許庁に対して出願
された特許出願の年別推移を見ると、2003年
ぐらいで 3万5,000件ぐらいだったのが、
2007年には増加をずっとしていて、 5万件を
超えるぐらいで、その後はほぼ横ばいに推移
しながら、最後は減少しております。よっ
て、台湾の場合は、少し研究開発、技術力と
いったものが落ちているのかなと思います。
後で見ますが、少しあまり成長しなさそうな
分野に研究開発をしている感じがあり、それ
が少し影響として出ているのではないかなと
思います。
　台湾でも同じように外国に対して、どれぐ
らい技術的に依存しているのかを見ると、台
湾企業が台湾特許庁に対して特許出願してい
る比率が2005年当時では40％ぐらいで、 5年
後の2010年には47％と増加し、その後の2015
年には40％程度に戻り、あまり傾向としては
変わらないです。これが意味しているのは、
内国の企業が台湾に対して技術として貢献し
ているのが 4割ぐらいで、外国のほうが多い
という構造になっています。
　台湾企業がそれぞれの技術分野において、
台湾特許庁に対して特許出願している、その
シェアの推移を見ると、はっきり分かるの
が、上にある 3つの技術分野、照明加熱、測
定光学、写真、複写機、機械要素といったも
のについて、台湾企業が力を入れて研究開発
をしている実態が見えます。さらに、10年間
にわたって、安定的に技術分野別に力を入れ
ているウエートは変わらないんではないかと
いうことも言えると思います。
　それでは、今度は技術ポートフォリオの現
状について、中国企業、そして台湾企業を見
ていきたいと思います。技術ポートフォリオ
を見る上で便利なのが、技術ポートフォリオ
マトリックスと呼ばれるものです。このマト
リックスは 3つの要素で構成されていて、ま
ず 1つ目が横軸にある相対シェアで、この相
対シェアは、当該技術分野の自社の特許シェ
アを技術分野別の特許シェアの平均値で割っ
たもので、対数で表されています。基準とし
ては、 1であって、この 1を超えた場合に
は、その技術分野の平均値よりも、企業の技
術力が高いということでありますので、競争
力、優位性が高いと言えると思います。一方
で、 1を下回った場合には、その企業のその
技術分野での技術の競争力、優位性が低いと
思います。
　 2つ目の要素としては、縦軸にある相対成
長率で、これは当該技術分野の特許成長率の
過去 3年分の平均値を技術分野全体のそれの
平均値で割ったもので、これも基準としては
1になります。 1を超えている場合は、その
分野の技術の成長率が高いということなの
で、将来性や魅力度が高い。一方で 1を下
回っているような場合は、その分野の技術の
成長率が低いということなので、将来性や魅
力度が低いということになります。
　最後の要素としては、円の大きさになって
おりまして、この円の大きさは企業の場合で
すと、その企業がその技術分野で出願してい
る特許の件数になっている。それが意味する
のは、その分野における企業の技術力になる
と思います。
　さらに、各領域に位置している技術の特徴
を、ライフサイクルの観点で見ていきたいと
思います。将来性が高いところに位置してい
て競争力が低い領域にその企業の技術が位置
している場合は、その企業にとってみると、
研究開発をその技術分野について開始したば
かりなので、導入期にある技術と特徴付けら
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れます。一方で、将来性が高くて競争力が高
い領域にその企業の技術が位置している場合
は、先ほどの導入期よりも力を入れて研究開
発をした結果ということで、成長期にある技
術と特徴付けられます。
　将来性は低くて競争力が高い領域にその企
業の技術が位置している場合は、もう少し時
間がたっていて、成熟期にある技術と特徴付
けられます。最後の将来性が低くて競争力が
低い領域にその企業の技術が位置している場
合は、もう駄目な技術ということで、衰退期
にある技術となります。
　研究開発は、企業にとって大変重要である
ことは皆さんもお分かりだと思うんですけれ
ども、通常企業では限られた資金の下で研究
開発をしていきます。では、その資金といっ
たものをどのように効率よく配分して、でき
る限り持続的に技術を維持していけばいいの
かを見たのが、この研究開発の資金配分のベ
ストプラクティスとなります。
　まず前提としては、あらゆるライフサイク
ルにある技術を持っていることが必要になり
ます。そして、資金の配分としては、最初の
導入期にある技術に対して、たくさんお金を
投資する。もしここにたくさん投資をする
と、基本的には技術力がアップするので、左
側にシフトするということで成長期に持って
いくことができます。
　では、導入期にある技術にたくさんのお金
を投資するために、資金をどこから持ってく
るのかというと、成熟期にある技術の研究開
発投資の大きな金額を導入期にある技術への
開発に配分することが必要になります。従い
まして、成熟期にある技術については、研究
開発をそれほどせずに、少額に投資をするこ
とになり、必然的に競争力が弱まって、衰退
期の領域にシフトする。成長期にある技術に
関しては、今までの現状維持で研究開発の資
金を投資すると、時間がたつと必ず技術は陳
腐化して、成熟化するので、成熟期の領域に
落ちることになります。
　最後に衰退期にある技術については、でき
るだけ早く撤退する、もしくはほかの会社に
売却して、獲得した資金を次の新しい導入期
の技術に充てます。このような資金配分をし
ていくと、反時計回りにずっと10年後にも、
20年後にも技術を回すことができるというの
が、理想型なんではないかなと思っていま
す。
　実際にこれから中国企業、台湾企業をそれ
ぞれ見ていきます。米国特許データを使っ
て、この技術ポートフォリオマトリックスの
上に中国企業の技術ポートフォリオを掲載し
てみましょう。1995年当時における中国企業
の円がものすごく小さいので、1995年当時に
は、中国企業の技術は、あまりあるわけでは
なく、多分、外国企業の技術にすごく依存し
ていたのではないかと思います。あったとし
ても、導入期や衰退期の技術といったものが
あったとなります。
　これが20年後にはどのように変化するのか
といいますと、今度は円が大きくなるという
ことで、どういう技術分野で中国企業は研究
開発をしたのかというと、やっぱり ICT関
係のところで研究開発をしたことになりま
す。ただ、研究開発をした結果、技術の競争
力は付いたんですけれども、この技術分野が
あまり成長性が高い分野ではないので、依然
として技術ポートフォリオとしては問題があ
るということで、将来的にはこれを左上に
持っていけるかどうかが重要なのではないか
と思います。あともう 1つは、導入期にある
技術がないので、そこについては新しく研究
開発をしていく必要があると思います。
　次に台湾企業です。台湾企業の1995年当時
を見ると、台湾も ICTの分野に力を入れて
いて、先ほどの中国企業と比べると、技術は
少しあるのかもしれません。
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　20年後には、少し技術力を付けたのかなと
思います。ただ、依然として構造は中国の企
業と同じで、あまり成長性が高い分野の技術
に研究開発をしているわけではないというこ
とで、これを成長性が高く競争力が高い領域
に持っていけるかどうかが必要になるのでは
ないかということと、成長性が高く競争力が
それほど強くない領域である導入期にある技
術がほとんどないので、そこについても何か
しらの対処が必要なのかもしれません。
　最後にまとめです。今見てきたように、特
許統計を使うと、国別もしくは企業別に研究
開発ポートフォリオがどのような状態になっ
ているのか、どのような構造を持っているの
かをバランスの観点から見ることができま
す。その点では有用であると言えると思いま
す。
　では、ご清聴どうもありがとうございまし
た。
【司会（崔）】　では、ここから質疑応答に移
りたいと思います。ここまで 4人の方に講演
をしていただいたわけなんですが、まず質問
がある方、挙手をお願いいたします。お願い
します。
【質問者Ａ】　よろしくお願いいたします。現
在、経済学部経済学科 4年に所属していま
す。質問する方も指名させていただいてもよ
ろしいでしょうか。
【司会（崔）】　もちろんです。お願いします。
【質問者Ａ】　西原様にお伺いしたいことがあ
ります。講演の中でトータルサポートについ
て、少しですが、お話を聞かせていただけた
と思います。例えば、トータルサポートに
も、国ごとに求められている内容が違ったり
とか、違いがあればご説明していただければ
幸いでございます。よろしくお願いいたしま
す。
【西原】　ご質問ありがとうございました。
おっしゃる通りで、トータルサポートの基本
的な考え方は、お客さまが実際我々のトラッ
クを使っていただいて、実際商売として運行
していただいて、それを円滑に回していくた
めに、定期的に整備を行い、必要に応じ部品
を交換するなどメンテナンスをしっかり行
い、お客様の運行に支障が出ない状態を維持
し続けていくことがトータルサポートの精神
ですが、今日ご説明した中国で言いますと、
そもそもメンテナンスの部品がイミテーショ
ン部品を多く使っているなど、本来日野自動
車が提供したい純正部品を付けていただけて
いない、こういったケースが多いです。
　日本のように、日野自動車のシェアが 4割
ぐらいある市場ですと、日野自動車とお客様
はより密接な連携の下でお客様のビジネスを
支えるということができますが、海外の場合
はいろいろな制約もあり、必ずしもそういっ
たサービスができていないと思います。
　ただ、日野自動車は将来的にトラックの状
態を ICTを通じ吸い上げ、部品の交換時期
を提案するなど、質の高いサービスに繋げて
いく取組みを世界各国に広げていきたいと考
えております。
【質問者Ａ】　ありがとうございました。
【司会（崔）】　西原様、ありがとうございま
す。次にご質問のある方、ぜひ。どうでしょ
うか。
【質問者Ｂ】　非常に貴重なスピーチ、ありが
とうございました。私から質問は 3点ありま
す。すべて西原様あてなのですが、 1点目
は、中国日野は日本の資本100％となってい
ますが、これはさきほどの説明にあった中国
市場での参入条件として満たしていないと思
いますが、どのように参入されたのでしょう
か。
　 2点目は、合弁会社に対する戦略を策定す
る際は、日野が戦略のベースを策定して、合
弁側に対して提示して合意形成を図ったの
か、あるいは双方で協議を進めて、戦略構成
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を図ったのか、いずれの形になるのか教えて
いただきたいです。
　 3点目は、知的財産権に関して、この知財
の流出をどう防ぐかといった観点で、秘匿化
であったりとか、その他内部統制といった、
何らかの仕組みをどのように敷いたのかにつ
いて、教えていただきたいです。
【西原】　 1点目のご質問ですが、中国日野と
いう会社は、日本で生産したトラックを輸
入、販売し、サービスを行うだけで生産をし
ておりませんので、先ほどの規制対象には入
りません。
　 2点目の合弁会社の戦略については、日野
が提案して、それを相手側が認めるというこ
ともありますが、提案は双方が行い、董事会
という株主が集まった場で議論し、決議を行
うというやり方で運営しております。
　 3点目の知的財産権についてですが、基本
的には車の開発は日野自動車が全部やってお
りますので、現地の生産会社に対しては、図
面等の使用並びに生産・販売を許可し、その
対価はロイヤリティーで回収するといったス
キームでやっております。
【質問者Ｂ】　ご説明ありがとうございます。
【司会（崔）】　西原様、ありがとうございま
す。まだまだお話を伺いたいところではある
んですが、もう時間が迫っておりますので、
以上をもってシンポジウムを閉めさせていた
だきたいと思います。講演してくださった皆
さま、そして来場してくださった皆さま、ど
うもありがとうございました。
